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平成２１年度事業報告書 
 
平成２１年度の事業は、本財団の理事会の議決及び評議員会の同意並びに厚生労

働大臣の認可を受けた事業計画に基づき、次のとおり実施した。 
 
（一般会計部門） 
 
１ 研究助成事業 
   交付課題件数及び金額 １件 ５００千円 
   交付者の所属・氏名  杏林大学保健学部救命救急学科教授 和田貴子 
   研 究 課 題    都市部の救急隊員の勤務状況と疲労・ストレスとの

関連に関する研究 
 
２ 調査研究等事業 
（１）厚生労働省補助金等研究事業 

厚生労働科学特別研究事業（単年度） 
研究課題  「ドクターヘリ、ドクターカーの実態を踏まえた搬送受入

基準ガイドラインに関する研究」 
研究代表者 本財団副理事長（川崎医科大学名誉教授）小濱啓次 
研究分担者 ７人 
研究成果  研究報告書及び総括研究報告書作成・提出 
研究経費  2,400 千円（研究補助金） 

（２）心肺蘇生法普及事業 
日本版救急蘇生ガイドラインについては、５年ごとに改定されていますが、

２０１０版ガイドライン策定については、心肺蘇生法委員会の専門委員会で

ある日本版救急蘇生ガイドライン策定小委員会、及び心肺蘇生法委員会にお

いて、関係学会、団体にご協力をお願いし、策定に向けて検討しているとこ

ろです。 
 
３ 啓発普及事業 
（１）救急医療ジャーナル配布事業 

雑誌「救急医療ジャーナル」（隔月発行）は、本財団の啓発普及活動状況

を広報するために、役員、評議員等の財団関係者に配布した。 
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（２）ホームページ運用事業 
財団に関する公的情報及び事業内容等について、広く周知のため、ホーム

ページを開設・運用している。 
 
４ 救急の日２００９年事業 
（１）救急の日２００９の開催（救急の日・救急医療週間事業） 

日  時  平成２１年９月９日～１０日（２日間） 
場  所  新宿駅 新南口イベントスペース 
主催機関  厚生労働省・総務省消防庁・日本救急医学会・本財団 
協力機関  後援１８、協賛２５、出展１１機関・学会・団体・企業 
実施体制  運営委員会・実施事務局 
行事内容  定番の計画事業、救急車の適正な利用、ＡＥＤの取扱いを含

む心肺蘇生の住民等への普及啓発 
（２）事業経費  収入 5,560 千円（協賛金・出展料・分担金） 

支出 5,946 千円（事業費） 
 
５ 付随事業 
（１）救急救命士賠償責任保険取扱事業 

（取扱加入者数 22,772 人） 
（２）トリアージタッグ頒布事業 

（取扱頒布部数 5,678 部） 
（３）ＡＥＤ認定講習会事業 

（講習会認定者 3,812 人） 
 
 
（試験免許特別会計部門） 
 
救急救命士国家試験・名簿登録事業 
収入総額  ９４，１９４千円 
（受験手数料 78,447 千円 登録手数料等 14,650 千円 その他収入 1,097 千円） 
支出総額 ３３２，８４３千円 
（事業費 38,314 千円  管理費 49,192 千円 投資活動等支出 245,337 千円） 
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１ 国家試験事業 
平成２１年度に実施した試験（第３３回）の概要は次のとおりである。 

試験年月日   平成２２年３月２１日 
試験申込者数  ２，５８９人 
受験者数    ２，５３８人 
合格者数    ２，１３１人 
合格率      ８４．０％ 

（１回～３３回平均合格率７９.３％） 
（詳細は別冊資料「平成２１年度救急救命士国家試験実施概況資料」参照） 

 
 
２ 名簿登録事業 

平成２１年度中に免許の新規登録、書換登録及び再交付登録を行い、免許証 
明書等を交付した者は次のとおりである。 

新規登録者数 書換登録者数 再交付登録数 法第４条該当者数 

２，０５９人 １２８人 １８人 ３人 

 
 
３ 名簿登録概況 

第１回～第３２回合格者数 ３７，９８１人

平成２２年３月３１日現在の登録者数  ３７，５８０人 

平成２１年度末現在の登録率 ９８．９％

 
 
４ 国家試験委員会開催状況 

国家試験実施に関する試験委員会の開催状況は、次のとおりである。 
年 度 

 会議名 

平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

第３１回 第３２回 第３３回 

方針決定会議 １９．  ７．１３ ２０．  ８．  ５ ２１．  ７．  ８ 

出題依頼会議 １９．  ７．１３ ２０．  ８．  ５ ２１．  ７．  ８ 

問題選定会議 

 

１９．  ９．  ６

１９．  ９．  ７

２０．１０．  ２

２０．１０．  ３

２１． ９．  ３ 

２１． ９．  ４ 



 - 4 -

問題決定会議 

 

１９．１０．２３

１９．１０．２４

２０．１０．２３

２０．１０．２４

２０．１０．２６

２１．１０．２２ 

２１．１０．２３ 

 

問題検閲会議 

 

 １９．１１．２９

 １９．１２．  ６

２０．１１．２６

２０．１１．２７

２１．１２． ３ 

２１．１２． ４ 

問題校正会議 ２０．  １．２３ ２１．  １．２２ ２２．  １．２１ 

合否案決定会議 ２０．  ４．  １ ２１．  ４．  ３ ２２．  ４．  ２ 

 
（１）試験委員の職務（法第３８条第１項・試験事務規程第２７条） 

試験毎に上記の試験委員会を開催して、実施方針・計画の決定、試験問題

の作成・選定・決定及び採点を行うとともに、合否案の決定を行うこと。 
（２）試験委員の要件（法第３８条第２項・指定省令第１６条） 

ア 大学で医学に関する科目を担当する教授又は助教授の経歴を有する者等 
イ 上記（１）の要件非該当者は厚生労働大臣の承認を要する。 

（３）試験委員の数及び任期 
ア 任期 ２年（施行令第３条第３項）（22.5.1 第 10 次委員会設置） 
イ 定数 ４５人以内（試験事務規程第２５条）（現任委員４５人） 

（４）点検整理会議 
各会議の前及び後に厚生労働省医政局指導課・財団による点検整理会議を

開催して事前の準備・整理を行うとともに、事後の整理・確認等を行う。 
（５）出題者ワークショップ 

出題者ワークショップは、平成１７年８月の「救急救命士国家試験のあり

方等に関する検討会」において改善事項として提言されたものであり、試験

委員会において、委員全員が国家試験に対して共通の認識を持って出題に当

たるとともに問題作成技術に習熟し、より良い問題を作成する観点から、昨

年度に引き続き開催した。 
 
 
５ 電子媒体による試験問題の作成 

国家試験問題の作成は、第３１回国家試験より、効率化、簡素化及びセキュ

リティー対策を図る観点から電子媒体であるＵＳＢメモリーにより作成して

いる。 
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６ 国家試験既出題問題のデーターベース作成 
平成７年度から実施しているこの事業については、平成２１年度においても

計画どおり継続実施し、平成２２年３月実施（２２年４月合格発表）の第３３

回国家試験の出題問題２００問についてもデーターを追加し、試験問題の質の

向上に活用している。 
内 容  既出題問題についてキーワードで検索を行う。 

（既出題問題の検索・重複問題・用語の統一のチェック等） 
指導者  鈴川正之自治医科大学教授（現 本財団理事・試験委員） 
計 画  今後も既出題問題を順次入力し、各問題毎の正解率、選択肢の

選択状況、識別指数などについても整理を行い、情報管理のため

の検索・点検及び保管・管理体制を整備する。 
 
７ 救急救命士制度・国家試験に関する広報等 

国家試験については、試験の都度、厚生労働省から官庁報告として官報へ公 
告するとともに、試験の実施状況及び合格者の発表についても厚生労働記者ク 
ラブに資料の提供を行っているほか、｢救急医療ジャーナル｣に実施要綱、応募 
状況、合格状況等の発表を行っている。また、第２６回国家試験の合格発表か 
ら厚生労働省にて合格者名簿を公表していたところであるが、第２８回より個 
人情報の保護に万全を図りながら、受験地別受験番号を公表するとともに、財 
団のホームページにも受験地別受験番号を掲載している。 

 
 
 
 
（研修研究特別会計部門） 
 
１ 厚生労働省受託研修事業     １７，２７７千円 
（１）医師救急医療業務実地修練       ４，６１７千円 

（合同研修３日、施設研修２日、受講者４８人） 
（２）看護師救急医療業務実地修練      ４，２５８千円 

（合同研修７日、施設研修５日、受講者５９人） 
（３）救急救命士業務実地修練        ２，９２６千円 

（合同研修５日、受講者５０人） 
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（４）救急救命士養成所専任教員講習     ２，５３４千円 
（合同研修９日、受講者２９人） 

（５）保健師等救急蘇生法指導者講習       ８４６千円 
（講義、実技研修２日、受講者２２人） 

（６）病院前救護体制における指導医等研修  ２，０９６千円 
（講義３日 ２回、受講者１０６人） 

 
２ 厚生労働科学研究費補助金    ２１，１３８千円 

（地域医療基盤開発推進研究推進事業） 
（１）外国人研究者の招へい事業   ６，３１６千円（招へい研究者７人） 
（２）日本人研究者の外国派遣事業  １，５３４千円（派遣研究者 １人） 
（３）若手研究者の育成活用事業   ９，１４３千円（派遣研究者 ２人） 
（４）研究成果等普及啓発事業    ４，１４５千円（発表会開催 ３件） 
 

（詳細は別冊資料「平成２１年度救急医療従事者等研修･教育事業、地域医療

基盤開発推進研究推進事業」参照） 


